
議案第１０号 

 

 

令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算

の認定について 

 

 

 令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算は、別冊決算

書のとおりであるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３

項の規定により、滋賀県後期高齢者医療広域連合監査委員の意見を付けて議会の

認定を求める。 

 

 

   令和３年１１月２日 提出 

 

 

                  滋賀県後期高齢者医療広域連合   

                   広域連合長 宮 本 和 宏   

 



議案第１１号 

 

 

令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会

計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳入歳出決

算は、別冊決算書のとおりであるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２３３条第３項の規定により、滋賀県後期高齢者医療広域連合監査委員の意見

を付けて議会の認定を求める。 

 

 

   令和３年１１月２日 提出 

 

 

                  滋賀県後期高齢者医療広域連合   

                   広域連合長 宮 本 和 宏   
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滋賀県後期高齢者医療広域連合 



 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 292 条の規定により準用する同法第

233条第 5項の規定により、令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計

及び令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計の歳入

歳出に係る主要な施策の成果等について、次のとおり報告する。 

 

 

令和３年１１月２日 

 

滋賀県後期高齢者医療広域連合 

広域連合長  宮 本 和 宏 
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１ 総括 

 

 後期高齢者医療制度（以下「制度」という。）が創設され、平成 20年４月の施

行から 13年が経過した。 

 滋賀県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）では、平成 19年

２月の設立以来、市町と緊密に連携しながら、基幹業務である保険給付はもとよ

り、きめ細かな広報の実施により制度の周知と定着に努めるとともに被保険者

の健康寿命の延伸と医療費適正化を推進してきた。 

 令和２年度は、第４次広域計画（計画期間：令和２年度～令和５年度）の基本

理念である「高齢者のだれもが、滋賀の地域で、安心して健やかに暮らすことが

できる健全で円滑な医療制度の運営」の下、「安心して医療を受けられる体制の

推進」を目標として、「後期高齢者医療制度の着実な運営」、「保健事業及び医療

費適正化の推進」などに努めた。 

 このうち「保健事業及び医療費適正化の推進」については、第２次保健事業実

施計画（計画期間：平成 30 年度～令和５年度）に基づき、健康診査をはじめ、

地域特性を生かした健康づくり事業への支援や健康診査受診勧奨・健康診査受

診者訪問指導事業などの保健事業に積極的に取り組むとともにユニバーサルデ

ザインに配慮したジェネリック医薬品差額通知を行い同医薬品の利用促進によ

る医療費適正化に努めた。 

 また、第２次保健事業実施計画の中間年にあたることから、各事業の中間評価

を行うとともに、同年度から新たに開始された高齢者の保健事業と介護予防の

一体的実施を計画に加えるなどの見直しを行った。 

 保険給付業務については、療養給付費が 4,930,152 件、142,419,235,700 円、

療養費が 99,411件、1,150,065,364円、訪問看護療養費が 12,753件、926,831,357

円、高額療養費が 285,990 件、6,332,988,036 円、高額療養費（外来年間合算）

が 1,022件、46,399,151円、高額介護合算療養費が 12,095件、155,287,797円

であり、葬祭費を除いた支出総額は 151,030,807,405円で、対前年度比△2.63％

であった。 

 また、柔道整復及びはり・きゅう・あん摩マッサージ施術に係る療養費につい

ては、全国的に不適切な受給事案が発生しているところであり、これまでに引き

続き支給申請書の画像化、内容点検及び疑義の生じたものについて患者照会を

実施することにより、一層の適正化に努めた。 

 なお、第７期（令和２・３年度）保険料率改定時には、令和２年度医療給付費

の伸びを対前年度比 2.00％（被保険者数の伸び 1.46％、1 人当たり医療給付費

の伸び 0.53％）と見込んだところであるが、対前年度比△2.63％と想定より低

い伸びとなった。これは、新型コロナウィルス感染症の感染拡大の影響による被

保険者の受診控えが影響したものと考えられる。今後、団塊の世代の年齢到達に

よる被保険者の増加とともに医療の高度化による医療費の増嵩はもとより、新

型コロナウィルス感染症による受診動向への影響が懸念されることから、引き

続きその動向を注視するとともに、適正な保険給付や高齢者の健康づくりなど

医療費適正化の取組に努める必要がある。 
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 一方、保険者の財政基盤として重要な保険料の収納状況については、現年度分

の調定額（賦課総額から保険料軽減分を控除した額）13,547,784,865 円に対し

収納額が 13,510,804,106 円であり、収納率は過去最高となる 99.73％という非

常に高い収納率が確保されたところであり、これは各市町における収納業務に

対する不断の努力の成果である。 

 なお、特別会計において不当利得の返還請求に係る収入未済額 21,474,549円

が発生している。現在、分納により返還されているものがあるなかで、第三者行

為に係る損害賠償請求権の求償に加え診療報酬返還金等の不当利得返還金債権

についても、困難事案において積極的に弁護士を活用した直接請求などにより

約 4,870,000円の債権を回収したところである。引き続き、公平性の確保を図る

ため債権管理条例に基づき、継続して債権回収を行うとともに、第三者行為に係

る損害賠償請求権の求償等においては更に弁護士を活用するなど適正かつ積極

的な債権の回収に努めていく。 

 

 また、これまで国においては、制度創設当初の国民の不安や混乱を踏まえて、

より良い高齢者医療制度の在り方について検討が進められてきたところである。 

 平成 27年５月には「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険

法等の一部を改正する法律（医療保険制度改革関連法）」が成立・公布され、市

町村が担ってきた国民健康保険は、平成 30年度から財政運営の責任主体が都道

府県へ移管された。 

 後期高齢者医療制度についても、平成 29年度から被用者保険者からの後期高

齢者支援金が総報酬割へ全面移行されるとともに、拠出負担が重い保険者への

負担軽減策の対象が拡大されるなど、より安定的な運営への改革が図られた。 

 なお、持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律

（社会保障制度改革プログラム法）における高齢者医療制度の在り方について

は、医療保険制度改革の実施状況等を踏まえ必要に応じ見直しが行われており、

令和元年９月に設置された「全世代型社会保障検討会議」の中で、団塊の世代の

75 歳年齢到達を見据え、令和４年度までに一定の所得のある方の医療費の窓口

負担の引き上げについて検討・報告がなされた。こうしたことから令和３年６月

には「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改

正する法律」の成立により、令和４年度後半から一定以上の所得がある方の負担

割合を１割から２割へ引き上げる決定がなされた。 

 このような情勢において、今後とも引き続き被保険者が安心して、必要な時に

必要な医療を受けられるよう、保険給付をはじめ、制度の着実な運営に努めてい

くとともに、国の動向等について情報収集に努め、全国後期高齢者医療広域連合

協議会等を通じ、制度の健全な運営に資すべく改善が図られるよう国に対し必

要な要望を行っていくこととする。 

 

 以上、広域連合では、市町との緊密な連携を図りながら、被保険者の方々に安

心して、必要な時に必要な医療を受けていただけるよう、保険給付をはじめ、制

度の安定運営に向けて懸命に取り組んでいるところである。  



- 3 - 

２ 令和２年度一般会計決算の概要 

 

（１）一般会計の決算状況 

第１表のとおりである。 

 

第１表 決算規模                      （単位：円） 

予 算 現 額 歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引

254,304,000 252,288,175 242,864,346 9,423,829
 

 

（２）一般会計の決算収支の状況 

第２表のとおりである。 

 

第２表 決算収支状況                    （単位：円） 

金 額

1 252,288,175

2 242,864,346

3 9,423,829

(1) 継続費逓次繰越額 0

4 翌年度へ繰り (2) 繰越明許費繰越額 0

越すべき財源 (3) 事故繰越し繰越額 0

0

5 実質収支額 9,423,829

6

区 分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

0
２３３条の２の規定による基金繰入額

歳 入 歳 出 差 引 額

計

実 質 収 支 額 の う ち 地 方 自 治 法 第

 

 

（３）予算の執行状況 

ア 歳入 

一般会計の歳入決算状況は第３表のとおり。 

 

第３表 歳入決算状況                   （単位：円） 

区　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

１　分担金及び負担金 62,689,000 62,689,000 62,689,000 0 0 100.00%

２　国庫支出金 120,057,000 118,069,000 118,069,000 0 0 100.00%

３　繰入金 1,000 0 0 0 0 －

４　繰越金 71,501,000 71,500,807 71,500,807 0 0 100.00%

５　諸収入 56,000 29,368 29,368 0 0 100.00%

歳 入 合 計 254,304,000 252,288,175 252,288,175 0 0 100.00%
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 収入内容については第４表のとおり。 

 

第４表 一般会計収入内容                  （単位：円） 

区　　分 内　　容 摘　　要 収入額

１　分担金及び負担金
広域連合規約第17条の規定に
基づく市町負担金 62,689,000

保険者インセンティブ 90,829,000

高齢者健康づくり基盤整備推進
事業

25,485,000

重複・頻回受診者訪問指導事業 1,268,000

運営懇話会事業等 487,000

３　繰入金 後期高齢者医療特別会計繰入金 0

４　繰越金 前年度繰越金 71,500,807

預金利子 972

雇用保険料立替金等 28,396

合　　計 252,288,175

５　諸収入

特別調整交付金２　国庫支出金

 

 

 

 イ 歳出 

  一般会計の歳出決算状況は第５表のとおり。 

 

第５表 歳出決算状況                    （単位：円） 

区　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

１　議会費 512,000 257,226 0 254,774 50.24%

２　総務費 95,824,000 93,734,390 0 2,089,610 97.82%

３　民生費 137,324,000 130,230,923 0 7,093,077 94.83%

４　公債費 1,000 0 0 1,000 0.00%

５　諸支出金 18,643,000 18,641,807 0 1,193 99.99%

６　予備費 2,000,000 0 0 2,000,000 0.00%

歳 出 合 計 254,304,000 242,864,346 0 11,439,654 95.50%
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 支出内容については第６表のとおり。 

第６表 一般会計支出内容                  （単位：円） 

区　　分 内　　容 摘　　要 支出額
１　議会費 議会運営費 議会運営に要する経費 257,226

事務機器ﾘｰｽ料・同保守運用等
事務所管理運営に要する経費 13,579,409

派遣職員等人件費 79,821,102
長寿医療運営懇話会事業費 112,364

選挙管理委員会費 選挙に要する経費 31,840
監査委員費 監査に要する経費 189,675

重複･頻回受診者訪問指導事業費 2,105,023
高齢者健康づくり基盤整備推進事業 128,125,900

４　公債費 0
特別会計繰出金 6,729,000
返還金 11,912,807

６　予備費 0
合　　計 242,864,346

２　総務費

一般管理調整費

医療費適正化事業費３　民生費

５　諸支出金

 

 

３ 主要な施策の成果説明(一般会計) 

 

医療費適正化事業等 

  以下の事業に取り組み、住民意見の反映及び高齢者の健康づくりの推進等

を図った。 

（１）長寿医療運営懇話会の開催 

   保健事業実施計画（第２次）の中間評価及び計画内容の見直し等について

など、住民や関係者の意見を聞くため懇話会を開催した。 

 

   開催回数：１回（令和２年 11月 13日） 

（書面による意見聴取 １回 令和３年１月６日）  

   協議事項：高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について 

保健事業実施計画（第２次）の中間評価及び計画内容の見直し

等について（案）など 

（２）重複・頻回者受診訪問指導事業 

   医療機関への重複・頻回受診を行っている被保険者に対して、専任の会計



- 6 - 

年度任用職員（従事割合 0.5）を雇用し、健康相談や適正受診促進のための

訪問指導を実施した。 

  〔令和２年度実績〕 13市町 16人（実人数）  

  〔事業の効果〕人数及び医療費ベース 

指導実施 

人 数 

指導後に改善が 

見られた人数 

改善割合 

 

Ｂの者に係る 

指導後 3カ月の効果額 

（医療費削減額） 

1人あたり 

1ヶ月あたり 

平均効果額 

A B B／A C C／B 

16人 10人 62.5％ 471,549円 15,718円 

 

（３）高齢者健康づくり基盤整備推進事業 

高齢者の健康寿命の延伸を目指して、健康づくりや疾病予防、在宅療養者

等の支援などの事業を行った。 

 

  ① 市町による地域特性を生かした健康づくり事業 

    通いの場におけるフレイル（虚弱）予防教室、新規被保険者（年齢到達

者）を対象とした後期高齢者ウエルカム事業（制度概要の説明や保健指導）

など市町が地域特性を生かした健康づくり事業を実施することについて、

広域連合がその経費を補助した。 

  ※ 各事業の詳細及び効果検証については、別冊の「令和２年度 高齢者健

康づくり基盤整備推進事業 報告書」に記載のとおり。 

実施市町名 事業名 事業目的・事業内容 補助金(円) 

大津市 

高齢者サロン等

における一般介

護予防事業と連

携した口腔ケア

推進事業 

 高齢者サロン等の「通いの場」で行ってい

る、既存の介護予防事業に加え、口腔ケア・

口腔機能向上に関する専門職による指導を約

５か所の高齢者サロン等で実施した。 

82,000 

長浜市 

令和２年度 

かかりつけ医勧

奨・服薬情報通

知事業 

 保険料の決定通知時（７月）に、被保険者全

員にかかりつけ医の勧奨チラシを同封した。 

また、レセプトデータにより抽出した対象者

（2,455人）に服薬情報通知を送付し、通知前

後の処方内容の比較検証を実施した。 

1,010,000 

近江八幡市 
沖島健康支援事

業 

 高齢化率が高い近江八幡市沖島町は、琵琶湖

の離島であり、医療から介護までの社会資源が

不足しているため、栄養士による食事指導や歯

科衛生士による口腔機能向上を目的とした口

腔ケア及び歯科受診指導等を実施した。 

61,000 

 



- 7 - 

実施市町名 事業名 事業目的・事業内容 補助金(円) 

守山市 

通いの場におけ

るフレイル（虚

弱）予防教室 

 高齢者が広く参加できるよう、健康のび体

操の体験会を計 3回実施し、新規の自主グル

ープの立上げ支援につなげるため、健康のび

体操教室を１教室 11回実施した。また、自主

グループに対し体操の指導と体力測定を行

い、体力測定の結果等から栄養・口腔・服薬

に関する指導を要する対象者を抽出し、専門

職による介入を実施した。 

963,000 

甲賀市 
薬剤多剤服薬管

理 

 お薬の相談窓口及びお薬手帳の活用の周知

を行った。また、チェック表や自立支援型小地

域ケア会議レセプトから対象者を抽出し、専門

職による個別介入（在宅訪問）を行うとともに、

薬に関する課題分析を行った。 

996,000 

湖南市 
後期高齢者フレ

イル予防事業 

 服薬状況の確認や服薬指導を通して、対象者

の服薬に関する正しい理解を促し、副作用など

による有害事象を回避させることで薬物療法

の適正化を図ることを目的に薬剤師と連携し

て実施した。 

1,168,000 

東近江市 
後期高齢者ウエ

ルカム事業 

 新たに後期高齢者医療制度に該当される方

（75 歳年齢到達者）を市内 3 カ所に集め、後

期高齢者医療制度の説明と併せて保健事業の

説明や保健指導等の健康教室を実施した。 

3,927,000 

東近江市 
後期高齢者服薬

情報通知事業 

 複数の医療機関に受診され、それぞれの医療

機関等での処方された場合の薬について、同じ

成分の薬や薬同士の飲み合せが悪い等の問題

を防ぐため、かかりつけ医・かかりつけ薬剤師

に全ての薬剤を知ってもらった上で、適切に処

方してもらうことを目的に、薬剤について一覧

にした通知書を作成した。 

 また、通知書については、全ての医療機関で

処方された院外、院内処方薬のみならず院内で

投与された薬剤内容とその薬剤についてジェ

ネリック医薬品に変更した場合の差額内容を

一体化し、東近江市内の被保険者へ送付した。 

 さらに被保険者の調剤データの他、医療機関

におけるジェネリック比率等の分析を行い、調

剤費の適正化を図った。 

999,000 

東近江市 
生活習慣病重症

化予防事業 

 後期高齢者健康診査受診者に心電図検査を

追加項目とし、スクリーニングを行い、リスク

の高い人を早期に医療機関に繋いだ。また、74

歳までの（国保）糖尿病管理台帳により保健指

導を実施していた対象者、糖尿病未治療および

治療中断者、コントロール不良者に対し、受診

勧奨と保健指導を実施した。 

523,000 
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実施市町名 事業名 事業目的・事業内容 補助金(円) 

米原市 
生活習慣病重症

化予防事業 

 生活習慣病の発症と重症化予防を目的に、健

診結果等を活用して未治療者や重症化リスク

を有する者に対し、リスク管理（医療受診と生

活習慣改善）に向けた保健指導を行うととも

に、必要に応じて医療機関との連携を行い、高

齢者の健康寿命の延伸を図った。 

 後期高齢者の保健・介護予防事業に関する関

係課との連携会議及び保健事業に関する事業

検討会を開催した。 

1,343,000 

竜王町 
個別訪問歯科指

導事業 

 歯科医師や歯科衛生士が要介護認定を受け

た者を訪問し、口腔内状況を調査した上で口腔

ケアや発語訓練等を行い、併せて口腔ケアの受

給状況や推奨する口腔ケアプランなどを示し

た口腔情報提供書を対象者ごとに作成し、担当

ケアマネジャーや介護関係者、家族に情報提供

を行うなどの訪問歯科指導事業を実施した。 

168,000 

豊郷町 

豊郷町「後期に

なっても一生青

春」事業 

 後期高齢者ができる限り長く、自立した日常

生活を送ることができるよう、75 歳到達者等

に対して制度の理解やフレイル予防等、世代に

あった健康づくりや知識について講座を行っ

た。 

 また必要な方を必要な場に繋ぎ、健康状態に

応じた健康管理の取組ができるように支援を

実施した。 

633,000 

多賀町 

高齢者ゆいちゃ

ん体操自主グル

ープ活動による

健康づくり事業 

体操等に取り組む自主グループを対象に、低

栄養予防、口腔ケア、転倒予防、薬に関する専

門職によるフレイル予防のための講座を実施

し、参加者が自分自身で取り組むことを決めフ

レイル予防に効果的に取り組めるよう支援し

た。 

133,000 

合     計 （11市町 13事業） 12,006,000 

 

  ② 保険者インセンティブを活用した市町への財政支援事業（保険者努力

制度交付金） 

    国から交付される保険者インセンティブ交付金を財源とする「保険者

努力制度交付金」を交付し、市町が実施する保健事業の財政支援を行った。 

    令和２年度から国は、指標対象を当該年度の実施事業から前年度の実

施事業へと変更され、併せてインセンティブの交付スケジュールも変更

された。これに伴い令和２年度は移行期となり、令和元年度実施事業に

対する評価のインセンティブ交付金は、令和元年度及び令和２年度の２

回交付を受けている。 
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    交付対象：前年度（令和元年度）、健康づくり基盤整備事業費補助金

を活用し、インセンティブの加点対象となった保健事業

を実施した市町  

令和元年度実施 12市町 18事業  

対象市町名 
令和元年度に実施した保険者インセンティブ

対象事業名（獲得点数） 

交付金額（財源） 

令和元年度交付分の

インセンティブ 

令和２年度交付分の

インセンティブ 

大津市 
高齢者サロン等における一般介護予防事業と

連携した口腔ケア推進事業（1.90点） 
2,261,000円 2,261,000円 

長浜市 
令和元年度かかりつけ医勧奨・服薬情報通知事

業（1.33点） 
1,583,000円 1,583,000円 

近江八幡市 沖島健康支援事業（0.63点） 749,000円 749,000円 

 
近江八幡市共生型居場所づくり＆コグニウォ

ーク推進事業（0.37点） 
440,000円 440,000円 

草津市 
健幸都市づくり高齢者フレイル予防事業 

（0.99点） 
1,178,000円 1,178,000円 

守山市 
一般介護予防事業と一体的に行う地域展開型

フレイル(虚弱)予防教室（4.48点） 
5,332,000円 5,332,000円 

甲賀市 
リハビリから始める健康づくり事業（フレイル

に着目した健康づくり事業）（8.65点） 
10,296,000円 10,296,000円 

 お薬相談事業（1.33点） 1,583,000円 1,583,000円 

 口腔ケア事業（1.28点） 1,523,000円 1,523,000円 

野洲市 
野洲市高齢者体操自主グループ活動による健

康づくり事業（0.99点） 
1,178,000円 1,178,000円 

 
野洲市高齢者元気・やる気アップ事業 

（0.15点） 
178,000円 178,000円 

湖南市 
後期高齢者健康寿命延伸プロジェクト事業フ

レイル予防 -服薬編-（1.49点） 
1,773,000円 1,773,000円 

 
後期高齢者健康寿命延伸プロジェクト事業フ

レイル予防 -生きがいづくり編-（3.14点） 
3,737,000円 3,737,000円 

東近江市 後期高齢者ウエルカム事業（3.14点） 3,737,000円 3,737,000円 

 後期高齢者服薬情報通知事業（1.33点） 1,583,000円 1,583,000円 

米原市 生活習慣病重症化予防事業（7.50点） 8,927,000円 8,927,000円 

竜王町 個別訪問歯科指導事業 （1.06点） 1,261,000円 1,261,000円 

豊郷町 
豊郷町「後期になっても一生青春」事業 

（2.73点） 
3,249,000円 3,249,000円 

合     計  （12市町 18事業 42.49点） 50,568,000円 50,568,000円 
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  ③ 後期高齢者健康づくり事業推進フォーラムの開催 

    県内市町の実施する高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施等の事

例を横展開し各市町の保健事業の推進を図るために、市町担当者を対象

とした高齢者健康づくり事業推進フォーラムを開催した。 

     開催日：令和３年３月８日  参加者：92人 

     内 容：広域連合事業の成果報告、講演、 

         市町事例発表（高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施） 

 

  ④ 健康診査・歯科健康診査受診勧奨事業 

    健康診査未受診者及び歯科健康診査未受診者に対して、受診勧奨通知

を行い受診率の向上を図った。 

 

  〔事業の効果〕 

健康診査受診勧奨事業 

健康診査受診勧奨者 受診者 受診率 

10,785人 1,758人 16.3% 

 

  歯科健康診査受診勧奨事業 

歯科健診受診勧奨者 受診者 受診率 

20,815人 3,492人 16.8% 

 

  ⑤ 健康診査受診者訪問指導事業 

    健康診査の結果、要医療機関受診となった者に対して訪問や電話での

保健指導を行い、医療機関への受診勧奨を実施した。 

 

  健康診査受診者訪問事業 

訪問指導実績者 医療機関受診者 受診率 

69人 11人 15.9% 
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４ 令和２年度後期高齢者医療特別会計決算の概要 

 

（１）特別会計の決算状況 

第７表のとおりである。 

第７表 決算規模                      （単位：円） 

予 算 現 額 歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引

162,682,847,000 169,813,225,058 158,900,202,802 10,913,022,256
 

（２）特別会計の決算収支の状況 

第８表のとおりである。 

第８表 決算収支状況                    （単位：円） 

金 額

1 169,813,225,058

2 158,900,202,802

3 10,913,022,256

(1) 継続費逓次繰越額 0

4 翌年度へ繰り (2) 繰越明許費繰越額 0

越すべき財源 (3) 事故繰越し繰越額 0

0

5 実質収支額 10,913,022,256

6

区 分

0
２３３条の２の規定による基金繰入額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

計

実 質 収 支 額 の う ち 地 方 自 治 法 第

歳 入 総 額

 

（３）予算の執行状況 

ア 歳入 

特別会計の歳入決算状況は第９表のとおり。 

第９表 歳入決算状況                    （単位：円） 

区　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

１ 市町支出金 29,193,238,000 29,514,416,155 29,514,416,155 0 0 100.00%

２ 国庫支出金 50,239,756,000 57,354,105,559 57,354,105,559 0 0 100.00%

３ 県支出金 13,215,404,000 13,215,404,063 13,215,404,063 0 0 100.00%

４ 支払基金交付金 62,868,882,000 62,500,949,000 62,500,949,000 0 0 100.00%

５ 特別高額医療費
　 共同事業交付金

44,886,000 51,605,251 51,605,251 0 0 100.00%

６ 財産収入 882,000 882,045 882,045 0 0 100.00%

７ 繰入金 837,096,000 837,094,642 837,094,642 0 0 100.00%

８ 繰越金 6,102,913,000 6,102,912,131 6,102,912,131 0 0 100.00%

９ 県財政安定化
 　基金借入金

1,000 0 0 0 0 －

10 諸収入 179,789,000 257,330,761 235,856,212 0 21,474,549 91.65%

歳 入 合 計 162,682,847,000 169,834,699,607 169,813,225,058 0 21,474,549 99.99%    
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 収入内容については第 10表のとおり。 

第 10表 特別会計収入内容                  （単位：円） 

区　　分 内　　容 摘　　要 収入額

事務費負担金 854,773,207

特別徴収 9,125,484,831

普通徴収 4,275,732,190

滞納繰越 151,448,421

保険基盤安定繰入金 2,770,108,164

療養給付費負担金 負担対象額の1/12 12,336,869,342

療養給付費負担金 負担対象額の3/12 43,115,114,288

高額医療費負担金 820,075,830

普通調整交付金 13,126,495,000

特別調整交付金 131,348,000

後期高齢者医療制度
事業費補助金

健康診査
特別高額医療費共同事業

30,815,177

円滑運営臨時特例交付金 保険料軽減措置分 123,530,264

後期高齢者医療災害臨時特例補助金 6,727,000

療養給付費負担金 負担対象額の1/12 12,385,982,035

高額医療費負担金 829,422,028

４　支払基金交付金 後期高齢者交付金 負担対象額の4/10 62,500,949,000

５　特別高額医療費
　　共同事業交付金

51,605,251

６　財産収入 基金運用利子 882,045

一般会計繰入金 6,729,000

給付費等準備基金繰入金 830,365,642

８　繰越金 前年度繰越金 6,102,912,131

９　県財政安定化基金借入金 0

預金利子 1,274,510

第三者納付金 209,603,719

雑入 24,977,983

合　　計 169,813,225,058

調整交付金

３　県支出金

保険料等負担金

雑入
10　諸収入

１　市町支出金

２　国庫支出金

７　繰入金
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イ 歳出 

特別会計の歳出決算状況は第 11表のとおり。 

第 11表 歳出決算状況                    （単位：円） 

区　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

１　総務費 534,779,000 523,568,160 0 11,210,840 97.90%

２　保険給付費 155,599,909,000 151,872,349,137 0 3,727,559,863 97.60%

３　県財政安定化基金拠出金 60,534,000 60,533,813 0 187 99.99%

４　特別高額医療費共同事業拠出金 49,783,000 49,777,527 0 5,473 99.99%

５　保健事業費 209,880,000 169,291,956 0 40,588,044 80.66%

６　基金積立金 1,059,790,000 1,059,789,591 0 409 99.99%

７　公債費 1,000 0 0 1,000 0.00%

８　諸支出金 5,166,171,000 5,164,892,618 0 1,278,382 99.98%

９　予備費 2,000,000 0 0 2,000,000 0.00%

歳 出 合 計 162,682,847,000 158,900,202,802 0 3,782,644,198 97.67%  

 支出内容については第 12表のとおり。 

第 12表 特別会計支出内容                  （単位：円） 

区　　分 内　　容 摘　　要 支出額
派遣職員人件費等一般管理費 86,446,445
事務代行業務委託等給付事務費 216,091,015
療養費適正化事業費 10,276,256
電算システム関係経費 210,754,444

療養給付費等 療養給付費・療養費 143,569,301,064
訪問看護療養費 926,831,357
移送費 0
審査支払手数料 342,641,732
高額療養費 6,379,387,187
高額介護合算療養費 155,287,797
葬祭費 498,900,000
傷病手当 0

３県財政安定化基金拠出金 国・県・広域連合が1/3ずつ負担 60,533,813
４特別高額医療費共同事業拠出金 49,777,527
５保健事業費 健康診査・歯科健診に要した経費 132,138,663

保健事業と介護予防の一体的な実施 37,153,293
６基金積立金 給付費等準備基金への積立 1,059,789,591
７公債費 0

保険料還付金及び還付加算金 20,489,191
一般会計繰出金 0
返還金 5,144,403,427

９予備費 0
合　　計 158,900,202,802

８諸支出金

１総務費 一般管理費

２保険給付費
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５ 主要な施策の成果説明(特別会計) 

 

（１）保険給付業務  

    高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、被保険者に対する保険給

付を実施し、高齢者の福祉の増進に寄与した。 

療養給付費 4,930,152件 142,419,235,700円 

療養費 99,411件 1,150,065,364円 

訪問看護療養費 12,753件 926,831,357円 

移送費 0件 0円 

高額療養費 285,990件 6,332,988,036円 

高額療養費（外来年間合算） 1,022件 46,399,151円 

高額介護合算療養費 12,095件 155,287,797円 

葬祭費 9,978件 498,900,000円 

傷病手当金 0件 0円 

合計 5,351,401件 151,529,707,405円 

 

 

（２）審査支払業務 

    診療報酬請求明細書（レセプト）内容の審査及び医療機関への支払業務

を滋賀県国民健康保険団体連合会に委託することで、事務の効率化を図

った。 

    なお、はり・きゅう・あん摩マッサージに係る療養費について、往療料

の算定誤りなど不適切な取扱いをしていた施術所に対し返還を求めると

ともに、審査を強化するなど一層の適正化に努めた。 

 

    診療報酬審査支払業務              4,942,905件 

    柔道整復師の施術に関する審査支払業務       68,247件 

    はり師、きゅう師、あん摩マッサージの施術審査支払 22,495件 

    治療用装具審査                   5,200件 

    豪雨災害に伴う概算払い分                2件 

            計               5,038,849件 

    審査支払手数料                342,641,732円 

 

 

（３）事務代行業務委託等 

    電算システム（広域連合標準システム）の運用やレセプト点検、第三者

求償事務等の各種業務を滋賀県国民健康保険団体連合会に委託すること

で、事務の効率化を図った。 

    また、被保険者証年次更新に係る発送業務を外部委託することで、市町

（申出のあった市町のみ）事務の効率化を図った。 
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    医療費の適正化を図るため、医療費通知及びジェネリック医薬品差額

通知を行った。 

 

  ①事務代行業務  

    ２次点検 総件数   9,053,320件 

    事務代行委託料  168,291,622円 

 

  ②医療費通知事業：515,496通/年（９、２、３月/年間３回） 

 

  ③ジェネリック医薬品差額通知事業（10月/年間１回） 

  ※ 後発医薬品への切替えを促進するため「ジェネリック医薬品希望カー

ド」を同封した。 

    10月送付分 

    送付人数    18,396人（被保険者の約 10％） 

    切替え人数   37,865人（６ヶ月間の延べ人数） 

    軽減効果額計  約 6,527万円（６ヶ月間計） 

           （一月・一人当たり平均 1,724円） 

  ※ ジェネリック医薬品使用率 80.0%（令和３年１月調剤分：  

                   滋賀県国民健康保険団体連合会調べ） 

 

 

（４）電算システム（広域連合標準システム）の稼働 

    市町における被保険者へのスムーズな窓口対応と迅速な保険給付事務

を実施するため、広域連合標準システムの安定した稼働に努めるととも

に、個人情報の取扱いにあたっては、安全性に十分配慮し、運用した。 

 

 

（５）レセプト点検員の配置 

    医療費適正化に対する保険者機能強化の観点から、会計年度任用職員

１人を配置し、レセプトの３次点検を実施した。 

［令和２年度における疑義レセプトの状況］       （金額単位：千円） 

点検 

件数 

疑 義 返 戻 減 額 返戻＋減額 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

117,947 435 54,167 8 867 411 1,022 419 1,889 

 

 

（６）療養費支給申請書の画像化及び内容点検 

    増加傾向にある療養費の適正化を図るため、支給申請書（レセプト）

の画像化及び内容点検を行い、疑義の生じたものについて患者照会を実

施した。 
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［令和２年度における点検・照会の状況］    （金額単位：千円） 

項目 点検 照会 回答 
返戻 

件数 金額 

件数 94,754 7,413 5,472 783 6,489 

 

 

（７）保健事業（健康診査、歯科健康診査） 

    後期高齢者の健康診査を 19市町に委託し、身近なところで受診できる

ようにすることにより、糖尿病等の生活習慣病やその他の疾病を早期に

発見するとともに、被保険者の健康の保持増進を図った。 

    また、後期高齢者の歯科健康診査を滋賀県歯科医師会に委託し、全被保

険者の内 76歳及び 81歳を対象（ポイント年齢）とし実施した。口腔環境

の改善や誤嚥性肺炎等の予防のきっかけづくりと被保険者の健康の保持

増進、健康意識の向上を図った。 

 

  ① 健康診査  

    対象者数 49,566人(R3.3.31現在) 

    受診者数 14,181人(受診率 28.6％) 

 

  ② 歯科健康診査  

    対象者数 24,097人(令和２年度に 76歳及び 81歳になる被保険者) 

    受診者数  6,448人(受診率 26.8％) 

 

 

（８）保健事業（高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施） 

    令和２年度から制度化された「高齢者の保健事業と介護予防の一体的

な実施」については、３市（草津市、甲賀市、湖南市）と委託により事業

を実施した。 

    事業を効果的に実施するため、各事業の支援及び事業評価にあたって

は、滋賀県、滋賀県国民健康保険団体連合会、京都大学との連携や滋賀県

国民健康保険団体連合会が所管する保健事業支援・評価委員会を活用す

るなど各市の実情に応じた体制整備の推進を図った。 

 

 

（９）後期高齢者医療制度に関する広報 

    制度全般や被保険者証の更新、保険料軽減特例見直し及びマイナンバ

ーカードの取得促進等に関し、きめ細かにかつ適時適切な広報を実施し

た。 

 

   ・制度全般に関する広報（しおり、ガイドブックの作成配付等）  
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   ・被保険者証更新に関する広報（ポスター作成配付等）  

   ・保険料軽減特例見直しに関する広報（保険料賦課決定通知にチラシ同封

等） 

   ・マイナンバーカードの取得促進に関する広報（被保険者証年次更新時に

チラシ同封等） 

 

 

（10）保険料収納対策事業等 

    後期高齢者医療制度の安定的な運営を図るため、重要な財源である保

険料に係る収納対策の各種事業を行った。 

 

  ① 短期被保険者証の活用 

    被保険者が保険料を滞納している場合、窓口において保険料納付を直

接働きかける機会を確保する等の観点から、有効期限の短い被保険者証

（短期証）を発行した。 

 

 令和２年８月１日発行 令和３年７月１日時点 

6月証 297人 184人 

3月証 25人 17人 

計 322人 201人 

 

  ② 保険給付金の保険料への充当処理 

    保険料に滞納がある被保険者の保険給付金について、被保険者から保

険給付金受領及び保険料納付の委任状を取得することにより、保険給付

金を未納保険料に充当した。 

 

保険給付金 人  数 金  額 

高額療養費 114人 1,414,851円 

療 養 費 4人 104,342円 

葬 祭 費 15人 528,901円 

計 133人 2,048,094円 

 

  ③ 第三者求償に係る弁護士委託 

    ［令和２年度における第三者行為加害者請求 弁護士委託実績］ 

新規委託件数 12件（内、法的措置に係るもの３件） 

弁護士託案件に係る 

債権回収額 
4,878,374円（現年度分、滞納繰越分） 
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滋賀県後期高齢者医療広域連合監査委員 

 



 

 

 

滋賀広域監第 18号  

令和３年９月 22日  

 

 

 

 

滋賀県後期高齢者医療広域連合 

広域連合長  宮 本 和 宏 様 

 

 

 

                      滋賀県後期高齢者医療広域連合 

 

監査委員   若 林 忠 彦  

 

監査委員 

職務執行者  福 井 正 明  

 

 

 

 

令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合会計歳入歳出決算審査意見 

について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項の規定に基づき、審査に 

付された令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計及び後期高齢者医療特別 

会計歳入歳出決算並びに証書類、その他政令で定められた書類について審査した結果、 

次のとおり意見を提出します。 
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（注） 

1. 本文中および表中の金額は、千円単位とし、千円未満は原則として四捨五 

 入した。 

2. 比率（％）は、小数点以下第3位で四捨五入した。 

 3. 「－」は、該当数値がないものである。 
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令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計・後期高齢者医療 

特別会計歳入歳出決算審査意見 

  

第１ 審査の対象 

１ 一般会計 

令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算 

 

２ 特別会計 

令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 

３ 決算付属書類 

令和２年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計・後期高齢者医療特別会計歳入歳出決

算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書 

 

第２ 審査の期日 

令和3年8月10日 

 

第３ 審査の方法 

令和２年度一般会計及び特別会計の決算審査に当たっては、両会計に関してより適正に審

査するため、監査委員選出の両市担当課長により令和3年7月14日に予備調査を実施し、決算

審査に臨んだ。 

決算審査に付された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書

及び財産に関する調書について、決算の計数は正確であるか、収入支出の事務は関係法令に

準拠して適正に処理されているか、予算の執行はその目的や議決の趣旨に沿い適正かつ効率

的になされているか、財産管理は適正になされているかなどの諸点に主眼を置き、それぞれ

の関係諸帳簿及び証書類と照合するとともに、関係職員から説明を求め慎重に審査を実施し

た。 

 

第４ 審査の結果 

令和２年度一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について審査した結果、歳入歳出決算

書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書は、いずれも

関係法令に準拠して作成され、決算の計数は正確であり、予算の執行及び財産の取得・管理

については、適正に処理されているものと認められた。 
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第５ 審査の概要 

１ 決算の総括 

⑴ 決算規模 

一般会計 

令和２年度一般会計の決算総額は、歳入で252,288千円、歳出で242,864千円となってお

り、歳入歳出差引額は9,424千円の剰余となっている。 

この決算額を前年度決算額と比較すると、次表のとおりである。 

 

一般会計対前年度決算比較表 

 

 

 

   

 

 

 

 

一般会計決算額は、前年度と比べて歳入が減少し、歳出が増加している。歳入では主に

国庫支出金が減少し、歳出では主に民生費が増加している。これは、保健基盤整備事業費

の増加によるものである。 

 

 

特別会計 

令和２年度特別会計の決算総額は、歳入で 169,813,225 千円、歳出で 158,900,203 千円

となっており、歳入歳出差引額は 10,913,022千円の剰余となっている。 

この決算額を前年度決算額と比較すると、次表のとおりである。 

 

特別会計対前年度決算比較 

    

 

 

 

 

 

 

 

特別会計決算額は前年度と比べて、歳入が増加し、歳出が減少している。歳入では主に

市町支出金、国庫支出金、県支出金が増加し、歳出では主に保険給付費が減少している。 

 

 

令和２年度
（A）

令和元年度
（B）

増減(△)額
（A-B）

歳入 252,288 274,634 △ 22,346 91.86

歳出 242,864 203,133 39,731 119.56

歳入歳出差引 9,424 71,501 △ 62,077

決　算　額
区分

前年度に
対する比率

（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

令和２年度
（A）

令和元年度
（B）

増減(△)額
（A-B）

歳入 169,813,225 168,694,810 1,118,415 100.66

歳出 158,900,203 162,591,898 △ 3,691,695 97.73

歳入歳出差引 10,913,022 6,102,912 4,810,110

決　算　額
区分

前年度に
対する比率
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⑵ 決算収支状況 

令和２年度一般会計決算収支状況は、次表のとおりである。 

 

一般会計決算収支状況表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）基金とは、財政調整基金のみをいう 

 

本年度の一般会計の実質収支は、9,424千円の黒字となっている。この実質収支から前年度

実質収支額71,501千円を控除した単年度収支額及び実質単年度収支額は、62,077千円の赤字

となっている。これは、令和元年度分の国からの保険者インセンティブ交付金を財源とする

「保険者努力制度交付金」を令和２年度に執行したため、前年度実質収支額が実質収支額を

上回る額となったことから赤字となった。しかしながら、当該インセンティブ交付金の交付

スケジュールの変更に伴い、赤字は解消する見込みである。 

（単位：千円）

令和２年度 令和元年度

252,288 274,634 

242,864 203,133 

9,424 71,501 

翌年度へ繰越すべき財源計　　D － －

継続費逓次繰越額 － －

繰越明許費繰越額 － －

事故繰越額 － －

9,424 71,501 

71,501 66,695 

－ －

△ 62,077 4,806 

－ －

－ －

－ －

△ 62,077 4,806 実質単年度収支額　　　H+I+J-K

地方債繰上償還金　　　　　　J

基金積立金取崩し額　　　　　K

前年度実質収支額 　　　　 　F

単年度収支額　　　　　E-F+G=H

基金積立額　　　　　　　　　I

実質収支額　　　　　　　C-D=E

前年度繰上充用金　　　　　　G

区　　分

歳入総額　　　　　　　　　　A

歳出総額　　　　　　　　　　B

歳入歳出差引額　　　　　A-B=C
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令和２年度特別会計決算収支状況は、次表のとおりである。 

 

特別会計決算収支状況表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）基金とは、財政調整基金のみをいう 

  

本年度の特別会計の実質収支は、10,913,022 千円の黒字となっている。この実質収支から

前年度実質収支額 6,102,912 千円を控除した単年度収支額及び実質単年度収支額は、

4,810,110千円の黒字となっている。 

この実質単年度収支額は、前年度に比べ、4,546,982千円の増加となった。 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

令和２年度 令和元年度

169,813,225 168,694,810 

158,900,203 162,591,898 

10,913,022 6,102,912 

翌年度へ繰越すべき財源計　　D － －

継続費逓次繰越額 － －

繰越明許費繰越額 － －

事故繰越額 － －

10,913,022 6,102,912 

6,102,912 5,839,784 

－ －

4,810,110 263,128 

－ －

－ －

－ －

4,810,110 263,128 実質単年度収支額　　　H+I+J-K

前年度繰上充用金　　　　　　G

単年度収支額　　　　　E-F+G=H

基金積立額　　　　　　　　　I

地方債繰上償還金　　　　　　J

基金積立金取崩し額　　　　　K

前年度実質収支額 　　　　 　F

歳入総額　　　　　　　　　　A

実質収支額　　　　　　　C-D=E

歳出総額　　　　　　　　　　B

歳入歳出差引額　　　　　A-B=C

区　　分
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２ 一般会計 

⑴ 歳入 

一般会計歳入の総括的な決算状況は、次表のとおりである。 

 

歳入総括決算状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の調定額及び収入済額は、252,288千円で、それぞれ前年度に比べ22,346千円減少してい

る。 

これは、主に国庫支出金が減少したことによるものである。 

 

 

[款別決算状況] 

各款別の決算状況は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の分担金及び負担金の調定額及び収入済額は、62,689千円で、それぞれ前年度に比べ

5,392千円増加している。 

これは、国庫支出金が減少したことに伴うものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円・％）

254,304 252,288 252,288 － － △ 2,016 99.21 100.00

278,422 274,634 274,634 － － △ 3,788 98.64 100.00

△ 24,118 △ 22,346 △ 22,346 － － 1,772

91.34 91.86 91.86 － －

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

予算現額
に対する
収入比率年度

予算現額

区分
収入

未済額
調定額 収入済額

不納
欠損額

調定額に
対する

収入比率

予算現額と
収入済額
との比較

第１款　分担金及び負担金 （単位：千円・％）

62,689 62,689 62,689 － － 0 100.00 100.00

57,297 57,297 57,297 － － 0 100.00 100.00

5,392 5,392 5,392 － － 0

109.41 109.41 109.41 － －

予算現額
に対する
収入比率

予算現額と
収入済額
との比較

令和元年度

差引増減

調定額に
対する

収入比率年度

調定額 収入済額
不納
欠損額

収入
未済額

区分

予算現額

前年度対比

令和２年度
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本年度の国庫支出金の調定額及び収入済額は、118,069千円で、それぞれ前年度に比べ32,533千

円減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度は、前年度と同様に他会計等からの繰入は行わなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の繰越金の調定額及び収入済額は71,501千円で、それぞれ前年度に比べ4,805千円増加し

ている。 

 

 

 

 

 

第２款　国庫支出金 （単位：千円・％）

120,057 118,069 118,069 － － △ 1,988 98.34 100.00

154,407 150,602 150,602 － － △ 3,805 97.54 100.00

△ 34,350 △ 32,533 △ 32,533 － － 1,817

77.75 78.40 78.40 － －

不納
欠損額

調定額に
対する
収入比率年度

令和２年度

予算現額
に対する
収入比率

調定額 収入済額

令和元年度

区分

前年度対比

収入
未済額

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額

差引増減

第３款　繰入金 （単位：千円・％）

1 0 0 － － △ 1 0.00 －

1 0 0 － － △ 1 0.00 －

0 0 0 － － 0

100.00 0 0 － －

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

令和元年度

差引増減

前年度対比

不納
欠損額

収入
未済額

区分

予算現額

令和２年度

調定額に
対する

収入比率年度

調定額 収入済額

第４款　繰越金 （単位：千円・％）

71,501 71,501 71,501 － － 0 100.00 100.00

66,696 66,696 66,696 － － 0 100.00 100.00

4,805 4,805 4,805 － － 0

107.20 107.20 107.20 － －

予算現額と
収入済額
との比較

不納
欠損額

区分 調定額に
対する

収入比率年度

令和２年度

予算現額
に対する
収入比率

調定額 収入済額
収入
未済額

予算現額

令和元年度

差引増減

前年度対比
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本年度の諸収入の調定額及び収入済額は29千円で、それぞれ前年度に比べ10千円減少してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５款　諸収入 （単位：千円・％）

56 29 29 － － △ 27 51.79 100.00

21 39 39 － － 18 185.71 100.00

35 △ 10 △ 10 － － △ 45

266.67 74.36 74.36 － －

予算現額と
収入済額
との比較

区分

令和２年度

令和元年度

差引増減

予算現額
予算現額
に対する
収入比率

調定額に
対する
収入比率年度

調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額

前年度対比
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⑵ 歳出 

一般会計歳出の総括的な決算状況は、次表のとおりである。 

歳出総括決算状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の支出済額は242,864千円で、前年度に比べ39,731千円増加している。 

これは、主に民生費のうち、保険者努力制度交付金が増加したことによるものである。 

不用額は11,440千円で、前年度に比べ63,849千円減少している。 

 

 

[款別決算状況] 

各款別の決算状況は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の議会費の支出済額は257千円で、前年度に比べ3千円増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

254,304 242,864 － － － 11,440 95.50

278,422 203,133 － － － 75,289 72.96

△ 24,118 39,731 － － － △ 63,849

91.34 119.56 － － －

不用額

差引増減

前年度対比

区分

予算現額 執行率

翌年度繰越額

令和２年度

令和元年度

支出済額

年度

第１款　議会費 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

512 257 － － － 255 50.20

393 254 － － － 139 64.63

119 3 － － － 116

130.28 101.18 － － －

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額
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本年度の総務費の支出済額は93,734千円で、前年度に比べ1,827千円減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の民生費の支出済額は130,231千円で、前年度に比べ30,446千円増加している。 

これは、主に国からの保険者インセンティブ交付金を財源とする高齢者健康づくり基盤整備事

業費補助金を活用して保健事業等を実施した市町へ交付する保険者努力制度交付金が増加したこ

とによるものである。（令和２年度は２ヶ年分を交付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の公債費については、前年度と同様に発生していない。 

 

 

 

第２款　総務費 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

95,824 93,734 － － － 2,090 97.82

98,918 95,561 － － － 3,357 96.61

△ 3,094 △ 1,827 － － － △ 1,267

96.87 98.09 － － －

差引増減

前年度対比

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

令和２年度

令和元年度

第３款　民生費 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

137,324 130,231 － － － 7,093 94.83

169,503 99,785 － － － 69,718 58.87

△ 32,179 30,446 － － － △ 62,625

81.02 130.51 － － －

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

第４款　公債費 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

1 0 － － － 1 －

1 0 － － － 1 －

0 0 － － － 0

100.00 0 － － －

不用額

差引増減

前年度対比

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

令和２年度

令和元年度
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本年度の諸支出金の支出済額は18,642千円で、前年度に比べ11,109千円増加している。 

これは、前年度事業費の精算に伴う返還金等が増加したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の予備費の充用は発生していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５款　諸支出金 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

18,643 18,642 － － － 1 99.99

7,607 7,533 － － － 74 99.03

11,036 11,109 － － － △ 73

245.08 247.47 － － －

不用額 執行率

年度

区分

予算現額

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

支出済額

翌年度繰越額

第６款　予備費

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

2,000 0 － － － 2,000 －

2,000 0 － － － 2,000 －

0 0 － － － 0

100.00 0 － － －

不用額 執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比
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３ 特別会計 

⑴ 歳入 

特別会計歳入の総括的な決算状況は、次表のとおりである。 

 

歳入総括決算状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の調定額は169,834,700千円、収入済額は169,813,225千円で、前年度に比べ調定額は

1,109,350千円、収入済額は1,118,415千円、それぞれ増加している。 

これは、主に市町支出金、国庫支出金、県支出金等が増加したことによるものである。 

 

 

[款別決算状況] 

各款別の決算状況は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の市町支出金の調定額及び収入済額は、29,514,416 千円となり、それぞれ前年度に比べ 

895,760 千円増加している。 

これは、保険料等負担金が増加したことによるものである。 

 

（単位：千円・％）

162,682,847 169,834,700 169,813,225 0 21,475 7,130,378 104.38 99.99

169,153,050 168,725,350 168,694,810 1,291 29,249 △ 458,240 99.73 99.98

△ 6,470,203 1,109,350 1,118,415 △ 1,291 △ 7,774 7,588,618

96.17 100.66 100.66 0.00 73.42

収入済額予算現額
調定額に
対する

収入比率年度

令和２年度

令和元年度

不納
欠損額

収入
未済額

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

調定額

差引増減

前年度対比

区分

第１款　市町支出金 （単位：千円・％）

29,193,238 29,514,416 29,514,416 － － 321,178 101.10 100.00

28,097,366 28,618,656 28,618,656 － － 521,290 101.86 100.00

1,095,872 895,760 895,760 － － △ 200,112

103.90 103.13 103.13 － －

調定額に
対する
収入比率年度

調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
予算現額

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

区分

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比
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本年度の国庫支出金の調定額及び収入済額は、57,354,106千円で、それぞれ前年度に比べ

1,751,171千円増加している。 

これは、療養給付費等負担金等が増加したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の県支出金の調定額及び収入済額は、13,215,404千円で、それぞれ前年度に比べ123,727

千円増加している。 

これは、療養給付費負担金等が増加したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の支払基金交付金の調定額及び収入済額は、62,500,949 千円で、それぞれ前年度に比べ

1,521,298千円減少している。 

 

 

 

 

第２款　国庫支出金 （単位：千円・％）

50,239,756 57,354,106 57,354,106 － － 7,114,350 114.16 100.00

55,443,311 55,602,935 55,602,935 － － 159,624 100.29 100.00

△ 5,203,555 1,751,171 1,751,171 － － 6,954,726

90.61 103.15 103.15 － －

令和２年度

令和元年度

不納
欠損額

収入
未済額

調定額 収入済額

区分

予算現額
調定額に
対する

収入比率年度

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

差引増減

前年度対比

第３款　県支出金 （単位：千円・％）

13,215,404 13,215,404 13,215,404 － － 0 100.00 100.00

13,274,426 13,091,677 13,091,677 － － △ 182,749 98.62 100.00

△ 59,022 123,727 123,727 － － 182,749

99.56 100.95 100.95 － －

予算現額
予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

調定額に
対する

収入比率
調定額 収入済額

不納
欠損額

収入
未済額

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

区分

年度

第４款　支払基金交付金 （単位：千円・％）

62,868,882 62,500,949 62,500,949 － － △ 367,933 99.41 100.00

64,969,513 64,022,247 64,022,247 － － △ 947,266 98.54 100.00

△ 2,100,631 △ 1,521,298 △ 1,521,298 － － 579,333

96.77 97.62 97.62 － －前年度対比

不納
欠損額

収入
未済額

調定額に
対する

収入比率

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

予算現額 調定額 収入済額

差引増減

区分

年度

令和２年度

令和元年度



 

－13－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の特別高額医療費共同事業交付金の調定額及び収入済額は、51,605 千円で、それぞれ前

年度に比べ 4,666千円増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の財産収入の調定額及び収入済額は882千円で、それぞれ前年度に比べ649千円減少して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の繰入金の調定額及び収入済額は837,095千円で、それぞれ前年度に比べ428,739千円減

少している。 

 

 

 

 

 

 

第５款　特別高額医療費共同事業交付金 （単位：千円・％）

44,886 51,605 51,605 － － 6,719 114.97 100.00

45,516 46,939 46,939 － － 1,423 103.13 100.00

△ 630 4,666 4,666 － － 5,296

98.62 109.94 109.94 － －

予算現額
調定額に
対する

収入比率年度

調定額 収入済額
不納
欠損額

収入
未済額

予算現額
に対する
収入比率

予算現額と
収入済額
との比較

区分

令和元年度

令和２年度

差引増減

前年度対比

第６款　財産収入 （単位：千円・％）

882 882 882 － － 0 100.00 100.00

1,531 1,531 1,531 － － 0 100.00 100.00

△ 649 △ 649 △ 649 － － 0

57.61 57.61 57.61 － －

令和元年度

不納
欠損額

収入
未済額

予算現額と
収入済額
との比較

区分

予算現額 調定額 収入済額
調定額に
対する
収入比率

予算現額
に対する
収入比率

前年度対比

年度

令和２年度

差引増減

第７款　繰入金 （単位：千円・％）

837,096 837,095 837,095 － － △ 1 100.00 100.00

1,265,835 1,265,834 1,265,834 － － △ 1 100.00 －

△ 428,739 △ 428,739 △ 428,739 － － 0

66.13 66.13 66.13 － －

令和元年度

差引増減

前年度対比

調定額に
対する
収入比率年度

調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
予算現額

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

令和２年度

区分
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本年度の繰越金の調定額及び収入済額は6,102,912千円で、それぞれ前年度に比べ263,128千円

増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の県財政安定化基金借入金については、前年度と同様に発生していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の諸収入の収入済額は235,856千円で、前年度に比べ30,649千円増加している。これは、

主に第三者納付金が増加したことによるものである。 

収入未済額は、21,475千円で、不当利得返還金（第三者行為損害賠償金、診療報酬返還金等）

に係る収入未済で、前年度に比べ7,774千円減少した。 

 

 

 

 

第８款　繰越金 （単位：千円・％）

6,102,913 6,102,912 6,102,912 － － △ 1 100.00 100.00

5,839,785 5,839,784 5,839,784 － － △ 1 100.00 100.00

263,128 263,128 263,128 － － 0

104.51 104.51 104.51 － －

調定額に
対する
収入比率年度

令和２年度

令和元年度

不納
欠損額

収入
未済額

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

区分

予算現額 調定額 収入済額

差引増減

前年度対比

第９款　県財政安定化基金借入金 （単位：千円・％）

1 0 0 － － △ 1 0.00 －

1 0 0 － － △ 1 0.00 －

0 0 0 － － 0

100.00 0 0 － －

差引増減

前年度対比

調定額 収入済額
調定額に
対する
収入比率年度

令和２年度

令和元年度

不納
欠損額

収入
未済額

予算現額と
収入済額
との比較

予算現額
に対する
収入比率

区分

予算現額

第１０款　諸収入 （単位：千円・％）

179,789 257,331 235,856 0 21,475 56,067 131.18 91.65

215,766 235,747 205,207 1,291 29,249 △ 10,559 95.11 87.05

△ 35,977 21,584 30,649 △ 1,291 △ 7,774 66,626

83.33 109.16 114.94 0.00 73.42

予算現額
に対する
収入比率

区分

予算現額

年度

予算現額と
収入済額
との比較

調定額に
対する

収入比率
調定額 収入済額

不納
欠損額

収入
未済額

前年度対比

令和２年度

差引増減

令和元年度
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⑵ 歳出 

特別会計歳出の総括的な決算状況は、次表のとおりである。 

 

歳出総括決算状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の支出済額は158,900,203千円で、前年度に比べ3,691,695千円減少している。 

これは、主に、保険給付費が減少したことによるものである。 

 

 

 [款別決算状況] 

各款別の決算状況は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の総務費の支出済額は523,568千円で、前年度に比べ10,158千円減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

162,682,847 158,900,203 － － － 3,782,644 97.67

169,153,050 162,591,898 － － － 6,561,152 96.12

△ 6,470,203 △ 3,691,695 － － － △ 2,778,508

96.17 97.73 － － －

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

第１款　総務費 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

534,779 523,568 － － － 11,211 97.90

545,252 533,726 － － － 11,526 97.89

△ 10,473 △ 10,158 － － － △ 315

98.08 98.10 － － －

差引増減

前年度対比

令和２年度

令和元年度

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額
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本年度の保険給付費の支出済額は151,872,349千円で、前年度に比べ4,080,531千円減少してい

る。 

これは、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、療養給付費や高額療養費等が減少したこ

とによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の県財政安定化基金拠出金の支出済額は60,534千円で、前年度と比べ1,672千円減少して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の特別高額医療費共同事業拠出金の支出済額は49,777千円で、前年度に比べ7,611千円増

加している。 

 

第２款　保険給付費 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

155,599,909 151,872,349 － － － 3,727,560 97.60

162,475,211 155,952,880 － － － 6,522,331 95.99

△ 6,875,302 △ 4,080,531 － － － △ 2,794,771

95.77 97.38 － － －

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

第３款　県財政安定化基金拠出金 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

60,534 60,534 － － － 0 100.00

62,206 62,206 － － － 0 100.00

△ 1,672 △ 1,672 － － － 0

97.31 97.31 － － －

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

差引増減

前年度対比

令和２年度

令和元年度

第４款　特別高額医療費共同事業拠出金 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

49,783 49,777 － － － 6 99.99

42,169 42,166 － － － 3 99.99

7,614 7,611 － － － 3

118.06 118.05 － － －

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比
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本年度の保健事業費の支出済額は169,292千円で、前年度に比べ29,195千円増加している。 

 これは、令和２年度から制度化された保健事業と介護予防の一体的実施により、委託料が増加

したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の基金積立金の額は1,059,790千円で、前年度に比べ424,434千円増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の公債費については、前年度と同様に発生していない。 

 

 

 

 

第５款　保健事業費（健康診査・歯科健康診査費） （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

209,880 169,292 － － － 40,588 80.66

156,987 140,097 － － － 16,890 89.24

52,893 29,195 － － － 23,698

133.69 120.84 － － －

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

差引増減

前年度対比

令和２年度

令和元年度

第６款　基金積立金 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

1,059,790 1,059,790 － － － 0 100.00

635,357 635,356 － － － 1 100.00

424,433 424,434 － － － △ 1

166.80 166.80 － － －

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

第７款　公債費 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

1 0 － － － 1 －

1 0 － － － 1 －

0 0 － － － 0

100.00 0 － － －

執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

不用額

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比
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本年度の諸支出金の支出済額は5,164,893千円で、前年度に比べ60,574千円減少している。 

これは、主に前年度の医療給付費に係る国庫負担金等の精算に伴う返還金が減少したことによ

るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の予備費の充用は発生していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８款　諸支出金 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

5,166,171 5,164,893 － － － 1,278 99.98

5,234,545 5,225,467 － － － 9,078 99.83

△ 68,374 △ 60,574 － － － △ 7,800

98.69 98.84 － － －

支出済額

翌年度繰越額

年度

区分

令和２年度

令和元年度

差引増減

前年度対比

不用額 執行率予算現額

第９款　予備費 （単位：千円・％）

繰越費
逓次繰越

繰　越
明許費

事　故
繰越し

2,000 0 － － － 2,000 －

1,322 0 － － － 1,322 －

678 0 － － － 678

151.29 0 － － －

令和２年度

令和元年度

前年度対比

不用額 執行率

年度

区分

予算現額 支出済額

翌年度繰越額

差引増減
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４ 財産の状況 

本年度における財産の状況は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重要物品は、取得価格が100万円以上の備品である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)基金

（単位：千円）

名称 区分

後期高齢者医療
給付費等準備基金

現金 2,487,719 229,424 2,717,143

当年度中増減高 当年度末現在高前年度末現在高

(１)物品（重要物品）

一式

―

広域連合事務処理システム機器等 一式 ― 一式

広域連合電算処理システム（標準システム）生
体情報認証システム機器等一式

一式 ―

区分 前年度末現在高 当年度中増減高 当年度末現在高

広域連合電算処理システム機器等 一式一式
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《参考資料》

◎ 被保険者数

期　別

133,613 (5,534)

137,195 (4,896) 3,582 （△638）

140,969 (4,464) 3,774 （△432）

145,010 (4,080) 4,041 （△384）

148,799 (3,796) 3,789 （△284）

152,577 (3,523) 3,778 （△273）

154,277 (3,391) 1,700 （△132）

157,427 (3,177) 3,150 （△214）

162,673 (2,926) 5,246 （△251）

168,240 (2,663) 5,567 （△263）

173,472 (2,421) 5,232 （△242）

179,450 (2,293) 5,978 （△128）

第７期 183,230 (2,146) 3,780 （△147）

◎ 医療費の動向

①費用額

期　別 金　額 月平均 増減率 備考

101,749 9,250 － 11ヶ月

118,328 9,861 6.61

126,537 10,545 6.94

131,950 10,996 4.28

135,432 11,286 2.64

140,190 11,683 3.52

142,658 11,888 1.75

148,921 12,410 4.39

152,661 12,722 2.51

159,190 13,266 4.28

163,002 13,583 2.39

169,061 14,088 3.72

第７期 164,380 13,698 △ 2.77

②保険給付額

期　別 金　額 月平均 増減率 備考

92,558 8,414 － 11ヶ月

108,122 9,010 7.08

116,054 9,671 7.34

121,226 10,102 4.46

124,620 10,385 2.80

129,076 10,756 3.58

131,468 10,956 1.86

137,444 11,454 4.55

140,734 11,728 2.39

146,526 12,210 4.11

149,428 12,452 1.98

155,105 12,925 3.80

第７期 151,031 12,586 △ 2.62

令和　元年度
第６期

平成３０年度

平成３０年度

第４期
平成２６年度

平成２７年度

第２期

平成２４年度

平成２５年度

平成２３年度

平成２２年度

年　　月

第３期

平成２６年度

平成２７年度

平成２０年度

平成２３年度

第１期

平成２７年４月末

（単位：百万円・％）

（単位：人）

（単位：百万円・％）

平成２０年４月末

平成２１年４月末

令和　元年度

平成２５年４月末

令和　２年度

第２期

平成２０年度

平成２１年度

第５期

平成２２年度

第４期

平成２５年度

第１期

第２期
平成２２年４月末

平成２３年４月末

平成２９年４月末

増　　　　減

平成２６年４月末

被  保  険  者  数
（うち障害認定者）

第３期
平成２４年４月末

年　　　度

第４期

第５期
平成２９年度

平成３０年４月末

令和　元年４月末
第６期

第１期

令和　２年４月末

第６期

令和　２年度

第５期
平成２９年度

平成２８年４月末

平成２８年度

平成２８年度

平成２１年度

第３期
平成２４年度

年　　　度
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第６ 審査の意見 

 

後期高齢者医療制度は、平成 20 年 4 月の施行から 13 年が経過し、その間、様々な制度改正や

運用面での改善を経て、高齢者を支える制度として定着している。 

このような中、人生 100 年時代に対応した全世代対応型の社会保障制度を構築するため、現役

並み所得者以外の被保険者であって、一定所得以上ある場合には、窓口負担割合を 2 割とする法

律が今年 6月に成立した。 
今日の新型コロナウイルス感染症の世界的な蔓延で、いままでの行動形態から新たな生活様式

への変容が求められるようになってきている。そのため、高齢者の医療保険や健康づくりを担う

広域連合としては、有病率の高い高齢者に必要な医療が提供され、必要な受診を控えることがな

いよう、また、被保険者の皆様が安心して必要な医療給付を受けられるよう、中長期的な視点に

立って安定した事業運営に取り組む必要がある。 
 次に、令和 2 年度決算の状況についてであるが、一般会計では、歳出予算の執行率は 95.5％と

なっている。コロナ禍の影響により事業が思うように進まなかったことが一因かと思われる。 

 また、特別会計では、歳入において、保険料収納率が 99.73％となるなど、引き続き高い収納率

を維持しており、各市町における努力の成果として評価できるものである。 

一方、歳出面では、保険給付費が対前年度比 2.6％減となった。これは、新型コロナウイルス感

染症の蔓延による受診控えが影響したことが要因の一つと考えられる。この結果、実質収支額

10,913,022 千円と 100 億円を超える黒字決算であるが、同年度に概算で交付された国や県の負担

金等について、令和 3 年度中に精算を行う必要があることから、実質的な剰余金は約 22 億円にな

る見込みである。その全額を給付費等準備基金に積立てるとともに、次期の保険料率を軽減する

財源に活用することとなるが、全体で約 1,600 億円の会計規模を有する本広域連合において、医療給

付等に係る財源の年度間調整を行うという基金設定目的の趣旨に則り一定額の基金残高は存置する必

要があると思料する。 

次に、医療費適正化事業において、新型コロナウイルス感染症の蔓延と専任職員の減員により、事業

が計画どおりに進まなかったようであるが、専門職の確保が困難な中にあっても、県や市町、関係機

関との連携を密にし、医療費の適正化や健康寿命の延伸を図るため、民間委託を検討するなどの工夫に

より、より一層の取組を講じていただきたい。 

 また、医療給付費が対前年度比2.6％減となったが、第8期の保険料率算定に向けては、後期高齢者の 

窓口負担割合の見直しや、令和4年度より団塊の世代が後期高齢者医療に加入し、被保険者数が従来に 

増して増加するなど、様々な要因を考慮しながら、医療費の動向等を的確に分析し、適切な保険料率の設 

定に努めていただきたい。 

最後に、保健事業に関する着実な取り組みにより、保険者インセンティブでここ数年高得点を獲得して 

いることは評価できる。今後は、県内市町が実施する「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」へ 

の取組やその支援がますます重視されることから、県や市町、関係機関との連携を密にし、より具体的に、 

地域特性を考慮しながら横展開を図っていただきたい。 
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